
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

700 700

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

700

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 700

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（　　　　　　　  ）東京都全区市町村

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

455

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和 100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成　２３　年度）
増加を目
指す指標

100

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市立小・中学校

配置学校
数(校)

0

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

制度改正の
余地がある

達成度

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

30年度の方向性 現状維持

・東京都公立学校スクールカウンセラー設置要綱実施細目

20 0 0 231 231 11,550 100

説明：東京都事業のため、都の規定どお
りに実施しており、改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
 スクールカウンセラーは、学校に派
遣され、児童やその保護者と直接面談
をし、相談活動を通して、児童・生徒
の健全育成を図っている。学校におい
て、いじめや不登校、様々な悩みの相
談に応じ、助言をするなど心のケアを
行うことにより成果を上げてきたこと
から、学校配置を継続する必要があ
る。平成２５年度からは、スクールカ
ウンセラーの配置に係る費用は、都費
（都が直接支払う）となり、歳出予算
は不要となっている。都費の配置のた
め、現状を維持する。

事業
内容
・

活動
手段

都が、全小・中学校に臨床心
理士の資格を有するスクール
カウンセラーを配置して、児
童・生徒やその保護者と直接
面談をして、相談活動をとお
し、児童生徒の問題改善を図
る。

相談日数
(日)

行政
補完的

政策的

効率性 3

学校において、いじめや不登
校等の様々な悩みの相談に応
じ、助言をするなど心のケア
を行う。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

20

業務フローに改
善の余地がある

3

廃止予定
の有無

説明：事業費については、全額東京都が
負担している。

0 0 220 220 11,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

0 223 223 11,15020

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市立小・中学校教員

校内・校
外の研修
実施回数

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

指導力の向上や柔軟に児童・
生徒を理解する力などを育成
する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

行政
補完的

政策的

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある

30年度の方向性 現状維持

253 797 797 1,095 1,892 7,478 －

説明：講師を招き、実施する方法に改善
の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：学校が直
面する教育課題に精通した講師を招
き、演習を取り入れた研修会を実施す
ることで、教員の指導力の向上に直結
する事業である。現状維持が必要であ
る。事業

内容
・

活動
手段

現在の教育課題に精通した講
師を招き、実習を取り入れた
研修会を開催する。

902

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 効率性 1 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：平成２７年度と比較して研修実施
回数が減少したことにより効率性は下
がっている。実施回数減少の主な理由と
しては、主な研修会場である教育セン
ターの縮小により使用ができなくなった
こと期間があったことが挙げられる。な
お、事業費については事業内容により公
人を招聘しコスト縮減には努めている。919 919 1,115 2,034 7,343

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

902 1,057 1,959 6,065

277

横出し

323

現状維持

3 61 61 47 108 36,000 －

説明：指導主事に必要な研修は東京都が
主催するものが大半であり、改善点はな
い。

総合評価（課題・方向性）：
 学校教育への指導助言の在り方や教
育行政に関わる施策の企画立案等の育
成のための協議会等に参加することは
重要である。今後も継続する。

事業
内容
・

活動
手段

学校教育への指導助言の在り
方や教育行政に関わる施策の
企画立案等の育成のための協
議会等に参加する。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

3 62

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある

30年度の方向性

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
教育委員会に在職する指導主
事

研修等に
参加した
指導主事
(人)

3

廃止予定
の有無

事業費は研修会場への交通費である。指
導主事の人事異動により、研修会場まで
通勤定期が利用できる者が配置される
と、経費は軽減される。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

教育行政における専門性を磨
き、学校訪問等の指導・助言
の機会を多く得られるように
する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

3 85 85 44 129 43,000

62 45 107 35,667

効率性 3 達成度

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

指導室
指導係

スクールカウンセ
ラー配置事業

12-03-03

指導室
指導係

教員研修事業（校
内・校外）

12-03-04

指導室
指導係

指導主事研修事業

12-03-02

教育センター維持
管理事業

指導室
特別支援教育係

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

業務フローに改
善の余地がある

説明：平成２８年度の教育センター移設
に伴い、センター内の施設活用方法や利
用者への対応方法など業務内容を見直し
たところであり、改善については、今後
の経過を見て検討する。

総合評価（課題・方向性）：平成29年
度の再契約を機に、成美教育文化会館
4階だけの借り上げとする。このこと
によりコストの削減が図られた。一
方、教育相談のプレイルームや学習
室、職員室の配置換え、教育資料室の
移転や研修室の廃止など物的環境の縮
小も伴った。今後は、契約を行った成
美教育文化会館4階の環境を最大限に
活用しながら、教育相談、学習適応教
室、学校支援事業に取り組むと共に、
市立学校や市内の関係施設活用も行
い、尚一層の学校教育の充実と振興を
図っていく。

181,606

対象 外部評価

259 44,214

44,614

100

効率性 1 達成度

　制度改正の
余地がある 　

2,853 47,467 149,738

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

30年度の方向性

206,304

東久留米市教育センター設置条例

財政健全経営計画
実行プラン

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

事業
内容
・

活動
手段

給付
事業

該当

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

44,614

51,576

根拠
法令
等

信頼される学校づくり

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-03

終期

3,423

上乗せ

現状維持

250 48,153

3

説明：目的達成のための活動や手段とし
て妥当である。教育センター移設のため
コストがかかったが、平成29年度からの
契約内容縮小により、賃貸借料について
はコスト削減となる。

12-03-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

横出し

市立小・中学児童・生徒、保
護者、教員

事業実施
数(回)

48,153
教育相談事業、学習適応教室、
教育関係職員の研修、教育に関
する調査などの各事業を運営す
るため、成美教育文化会館の4、
5階を借り上げ､管理している。
また、教育相談事業充実と市民
サービスのため、教育センター
内の中央相談室の他にと滝山相
談室を設置し、管理、運営して
いる。

各事業へ
の参加率

東久留米市における学校教育
の充実と振興を図るため、教
育センターを設置し、管理・
運営を行う。

廃止予定
の有無

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

44,214 2,822 47,036

317

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

信頼される学校づくり

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（　　全都　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

2,608 2,238

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

2,608

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2,238

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2,343

上乗せ

初任者・１０年経験者研修実
施要綱により、資質の向上を
目指し、使命感並びに幅広い
見識を養う。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

63 348

政策的

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市立小・中学校教職員

国及び都
教委指定
校及び市
研究奨励
校、市研
究推進校
の指定校
数(校)

1,408

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

26

行政
補完的

政策的

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある

30年度の方向性 現状維持

19 1,141 1,141 1,711 2,852 150,105 100

説明：教員の資質・能力の伸長のために
欠かせない事業であり、現状適切な方法
で実施がなされている。

総合評価（課題・方向性）：児童・生
徒の課題に応じたテーマを設定し組織
的に研究を進め、その成果を発表する
ことは、研究校のみならず市内全教員
の授業力の向上に有効であり、教員の
資質・能力の伸長のために欠かせない
事業である。

事業
内容
・

活動
手段

国及び都教委指定校、市研究
奨励校、市研究推進校等を決
定し、指定校は各研究課題に
ついて研究を推進する。

授業の改
善や教育
活動の工
夫につな
がった学
校数/指定
校数(％) 直営

（委託無）
全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

教職員が自校の研究課題に
沿った研究を通して、授業の
改善や教育活動の工夫を行
う。

小平市 東村山市

効率性 1 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：東京都委託事業と絡めて、実施す
る年度もあり、効率性は変動する。

1,435 1,435 1,647 3,082 192,625
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

1,408 1,650 3,058

16

清瀬市 西東京市

117,615

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある

30年度の方向性 現状維持

東京都若手教員育成研修実施要綱

63 346 346 128 474 7,524 －

説明：東京都の規定に沿って適切に実施
できている。

総合評価（課題・方向性）：任命権者
である東京都の研修であり、実施しな
ければならない。なお、財源は、都補
助率１０/１０である。今後も実施す
る。

事業
内容
・

活動
手段

東京都教育委員会から委任さ
れ、若手教員育成研修（１年
次・２年次・３年次）、１０
年経験者研修、主幹教諭研修
を実施する。

3

行政
補完的

政策的 該当

3

廃止予定
の有無

説明：前年度と同様に実施し、効率性に
変動はない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

達成度

124 509 8,079

効率性

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市立小・中学校教員

若手教員
育成研修
（１年
次・２年
次・３年
次）、10
年経験者
研修、主
幹教諭研
修の回数
(回)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

385 385

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

全部
委託

一部
委託

小平市 東村山市 清瀬市

上乗せ 横出し

63

目的
・

意図 348 123 471 7,476

 (改正実施年度　　年度)政策的
給付
事業

該当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市立小学校児童

実施回数
(回)

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

小学生が、日頃の音楽教育に
おける表現活動の発表の機会
とし、音楽に対する興味関心
を高める。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

行政
補完的

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

横出し

1 550 550,000

業務フローに改
善の余地がある

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある

30年度の方向性 現状維持

1 425 425 128 553 553,000 100

説明：連合音楽会実行委員会を立ち上げ
て、長年実施してきた中で、現在の内容
となっており、現状では改善の余地はな
い。

総合評価（課題・方向性）：日頃の音
楽学習の発表の場であり、他校の児童
の発表を聞くことのできる貴重な機会
である。児童は互いに刺激を受け、ま
た、専用のホールでの発表は日頃体験
ができない貴重な経験となり、児童の
心身の成長を促す良い機会となってい
る。また、音楽科の教員については、
この発表に向けて指導計画を立案し実
際に指導を行うことになり、授業力の
向上につながっている。

事業
内容
・

活動
手段

本市生涯学習センターにて、
各小学校による合奏と合唱の
発表会を三部制にて実施。

音楽に興
味関心を
高め、表
現活動が
心身の成
長につな
がった児
童数/参加
児童数
(％)

426

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市立小・中学校児童・生徒

実施日数
(日)

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：大きな変更はなく実施しており、
効率性に変動はない。

414

効率性 3 達成度

414 123 537 537,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

426 124

1

30年度の方向性 現状維持

3 53 53 428 481 160,333 117

説明：連合作品展実行委員会を立ち上げ
て、長年実施してきた中で、現在の内容
となっており、現状では改善の余地はな
い。

総合評価（課題・方向性）：市内全小
中学校の図画工作や美術、書写の授業
における日頃の作品を展示すること
で、児童・生徒の創作意欲の向上につ
ながる。同時に他校の状況を知ること
ができ、教員の指導力向上にもつなが
る。また、小中学校間の連携を図るこ
とにもつながる。なお、来場者は児
童・生徒だけでなく保護者や地域の方
も数多く、学習活動を地域住民に周知
する貴重な機会となっている。今後も
継続する。

事業
内容
・

活動
手段

連合作品展・書写展の計画立
案・準備・運営を行う。

作品展来
場者数
（人）

92

91

上乗せ

制度改正の
余地がある

408 500 166,667
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

行政
補完的

413

12-03-06

指導室
指導係

教職員研修活動事
業（都指定）

12-03-07

指導室
指導係

連合音楽会事業

12-03-05

指導室
指導係

東久留米市教育研
究奨励事業

4

説明：平成２７年度と比較して、事業費
が減少しているが効率性に大きな変化は
ない。

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

日頃の作品の成果を展示し、
表現活動と鑑賞の機会の充実
を図る。

西東京市

3 92

12-03-08

指導室
指導係

連合作品展事業

504 168,000

横出し

3 91
廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

信頼される学校づくり

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

教育総務課長
小堀　高広

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）負担金 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ ■ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

現状維持

30年度の方向性 現状維持
制度改正の
余地がある

8,358 76 76 4,987 597 －

業務フローに改
善の余地がある

総合評価（課題・方向性）：義務的事
業であり継続すべき事業である。

113

8850

1138,760

　

141 4,680

3

545

達成度

4,821

効率性

553
説明：都の示す標準的な事務執行に基づ
き行っている事務執行である、効率化は
非常に困難である。

30年度の方向性

　30年度の方向性

3

説明：平成２８年度においては作成冊数
の上昇に対し、事業費が減少しているた
め効率性が上がっている。

705

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある

30年度の方向性

効率性 3 達成度 3

説明：各団体に必要性の高い大会等に限
定し、負担額も要望の９割にとどめてい
る。

2,157 93,783

　

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

事業
内容
・

活動
手段

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

給付
事業

対象
都費負担職員（教職員・事務
職員・栄養職員・嘱託員等）

4,911

延べ支給
回数
（回）

昇給・昇格、給料月額・各種
手当の支給、所得税控除、年
末調整、公立学校共済組合掛
金等任意控除の徴収、執行管
理、期末勤勉手当の期間率、
成績率の入力

3
4,847

12-03-12

指導室
指導係

教育要覧作成事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

57,312 107 107

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的

4,734

対象
都費負担職員（教職員・事務
職員・栄養職員・嘱託員等）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

該当

上乗せ

地方教育行政の組織及び運営に関する法律
市町村立学校職員給与負担法

勤務の対価を適正に支給

 (改正実施年度　　年度)

現状維持

5,035 5,142

3
4,962 77

効率性 2 達成度

90 －

説明：都の規定等に基づく事務であり、
制度改正の余地はない。なお、平成29年
度より支払方法が変更され、一部口座振
込となったことから、業務フローに一定
の見直しを行ったところである。

説明：出張回数の減少により結果的に延
べ支給回数（活動指標）が減少したこと
から、１件に係るコストが拡大したため
効率性が下がった。なお、平成29年度よ
り一部口座支給となることから、平成29
年度人件費については減少が見込まれ
る。

総合評価（課題・方向性）：確実に実
施すべき事務であり継続すべき事業で
ある。平成29年度からの一部支払い方
法の変更による業務フローの見直しを
行ったところであり、学校事務担当者
との連携のもと、安定的で確実な事務
執行を行うよう引き続き努めるもので
ある。

職員の旅費に関する条例、教
育関係職員の旅費支給規定等
に基づく、教職員に対する旅
費支払

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

4,855107

4,799107 4,906 76

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

補助
金

目的
・

意図 107

延べ支給
回数
（回） 64,240

64900

給付
事業

横出し

説明：都の規定等に基づく事務であり、
業務改善・制度改正の余地なし

24 2,100 2,100 99 2,199 91,625

 直営
（委託無）

全部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

幅広く情報収集を行い、資質
の向上を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

23 2,063

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

141

12-03-09

指導室
教職員係

教職員給与事務

12-03-10

指導室
教職員係

教職員旅費支払事
務

区市町村立学校教職員普通旅費支払要綱
教員研修受講等旅費支払要綱
区市町村立学校に勤務する日勤講師の費用弁済支払要綱
区市町村立学校に勤務する東京都公立学校一般職非常勤職員の費用弁償支払要綱
区市町村立学校教職員赴任旅費支払要綱

107

該当

上乗せ 横出し

努力義務的
(法律・政令等)

終期

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

旅費の支給

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

終期

対象

小・中学校長20、副校長20及
び担当教員20、都事務20、教
育委員会指導主事２、

各団体の
大会等の
開催数
(回)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

一部
委託

12-03-11

教育総務課
庶務係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

教育関係団体負担
金参画事業

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

対象 外部評価

東村山市 清瀬市 西東京市

200 100

現状維持

東京都中学校長会運営に関する規程ほか

25 2,032 2,032 103 2,135 85,400 －

説明：本市の負担金の支払団体は都市教
育長会の申し合わせによっており特段多
くない。決まった団体の申請を受けて支
払事務を行うのみであり、業務改善及び
制度改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：校長、副
校長会等各教育団体の研究会、特別支
援教育及び体育関係負担金の支払いに
よる参画事業である。各教育関係団体
からの情報収集は必要である。

事業
内容
・

活動
手段

各団体が開催する大会等に参
加し、情報等の収集を図る。

行政
補完的

政策的

2,063 94
財政健全経営計画

実行プラン

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

250 138

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 各学校・市民

教育要覧
作成数
(冊)

320 112

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市民に各学校や教育委員会指
導室事業を体系的に理解して
もらう。

小平市

全部
委託

一部
委託

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

112 41 153 478 100

説明：必要最低限の情報を集約している
ため、今以上の改善は図れない状況であ
る。

総合評価（課題・方向性）：教育委員
会指導室事業や各校の状況を学校や市
民に周知する資料として重要である。
今後も継続する。

事業
内容
・

活動
手段

教育要覧の作成
教育要覧
配布数
(冊)/作成
数（％）

138 41 179 716

効率性 5 達成度

100 41 141

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

信頼される学校づくり

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

15 10

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

10

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 10

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

10

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和 100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

55 100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和 66

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 97

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

86

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和 96

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 97

事業
形態

□ □ ■ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある

30年度の方向性

11,190 1,119,000 100

12-03-13

12-03-14

12-03-15

12-03-16

指導室
指導係

学校教育サポート
（学力向上指導員
配置）事業

特別支援学級校外
学習事業

横出し

10

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

児童・生徒の学習面や生活面
の問題を解消して、心理的安
定を図り、安定した学校運営
を目指す。

小平市 東村山市 清瀬市

5,233

・保護者の負担軽減を図り、児
童・生徒が進んで宿泊学習に参
加できるように支援する。
・宿泊学習を通して、生活や学
習上の困難を改善又は、克服す
る力を身に付けさせる。

東村山市

指導室
特別支援教育係

特別支援学級宿泊
学習事業

特別支援学級通学
用自動車運行事業

22 17,300653 17,278

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

指導室
特別支援教育係

11,396

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

指導室
特別支援教育係 根拠

法令
等

校外学習を通して集団行動の
仕方や、集団生活上の基本的
な生活習慣を身につける。
特別支援学級児童、生徒の安
全確保のため介助員を派遣す
る。

184 694

東村山市

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

小平市

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

7 555

補助
金

目的
・

意図 510

清瀬市 西東京市

7

政策的 (改正実施年度　　年度)

全部
委託

一部
委託

指定
管理

対象 外部評価

小 ・ 中 学
校 の 校 外
学 習 実 施
回数
（回）

 直営
（委託無）

総合評価（課題・方向性）：特別に支
援が必要な児童・生徒に集団行動及び
社会生活のあり方等を身につけさせる
ため、本事業の必要性・有効性ともに
高く、各特別支援学級の教育内容充実
の観点から現状維持が望ましい。

741 105,857

効率性 1 達成度

説明：バス配車依頼、入場料、旅費関係
事務については様式を定め、学校へも明
確に周知しながら事務処理を行ってお
り、現段階で業務フローに改善の余地は
ない。

事業
内容
・

活動
手段

市立小・中学校特別支援学級
設置校が実施する、宿泊を伴
わない校外学習のバス委託契
約及び、介助員の派遣に伴う
入場料、旅費等の事務処理を
実施する。

小学校・
中学校校
外学習参
加率

行政
補完的

99,143
財政健全経営計画

実行プラン

555 186

対象

業務フローに改
善の余地がある

終期

21

効率性

529 13,998

21 11,417 22,041

　

3 286

終期
業務フローに改
善の余地がある

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

1

66

該当
通学用自
動車の運
行により
安全に通
学できた
児童数
（人）

17,278 26,493

3 達成度

説明：目的達成のための活動や手段とし
て妥当である。また、コストについては
削減に努めているが、情緒固定学級児童
の増加に伴い、平成２８年度は通学用バ
ス運行台数が4台となったため、削減は難
しかった。

26,501

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

11,396

清瀬市

対象
市立小・中学校の特別支援学
級に在籍している児童・生徒

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

・東久留米市立小中学校特別支援学級宿泊学習補助金交付要綱

一部
委託

廃止予定
の有無

30年度の方向性 現状維持

131 5,854

128 5,566

6,282

補助金交
付数

（人）
効率性 3 達成度 3

説明：目的達成のための活動や手段とし
て妥当である。また、コストについては
削減に努めているが、交付対象者の増加
のため削減は難しかった。

47,954

5,233

5,854 428

説明：補助金交付要綱をもとに申請・交
付手順等を明確にし、学校にも周知して
事務を遂行しているため、現時点で改善
点は無い。

96

　制度改正の
余地がある 　

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

392 130,667 100286

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
西東京市

408 5,641 49,482

外部評価

114

事業
内容
・

活動
手段

市立小・中学校特別支援学級設
置校が実施する宿泊学習の実地
踏査用バス及び当日のバス委託
契約及び、介助員の派遣に伴う
入場料、旅費に関する事務処理
の実施。また、宿泊学習に要す
る経費の一部を、東久留米市立
小中学校特別支援学級宿泊学習
補助金交付要綱に基づき補助す
る。

宿泊学習
参加率
（率）

13,998

指定
管理

補助
金

14,019

通学に困難な児童の便を図り
必要な教育を受けられるよう
支援すると共に、児童の安全
を確保する。

西東京市

518

510

総合評価（課題・方向性）：特別支援
学級の教育内容充実の観点から、補助
金交付については現状維持が望まし
い。
 宿泊学習の具体的な内容や方法につ
いては、日々発達する児童・生徒の実
態を把握し、一人一人の育ちに、より
効果的となる宿泊学習を目指して、見
直し、改善に取り組み、更なる教育内
容充実を図る。
 宿泊学習の実地踏査については、小
学校、中学校とも合同で実施するな
ど、引続き効率化を図っていく。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

5,566 413 5,979 46,711

106

3

説明：特別支援教室設置に伴い、通級指
導学級の校外学習の廃止、特別支援学級
児童・生徒の状態に合わせ、公共の交通
手段を利用したことなどから、バス運行
の回数が減少し事業費やコストの削減と
なった。対象児童・生徒の状態に応じて
対応するため効率性は変動する。

武蔵野市通級用バス
平成28年度末終了

総合評価（課題・方向性）：通学用自
動車の運行については事業目的達成の
ためにも現状維持が望ましい。
 運行台数や経路については、情緒固
定学級を１校から２校にすることで見
直しが必要となる見込みである。
 また、平成２９年度に全市立小学校
への特別支援教室設置が完了した。現
在、小学校情緒障害等通級指導学級用
として運行している通学用自動車につ
いても、対象児童の通級終了に伴い、
運行台数や経路の見直しが必要となる
見込みである。

　 現状維持
努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市立小学校特別支援学級の自
閉症・情緒障害学級（固定学
級）及び小学校情緒障害通級
指導学級に通学する児童

年 間 の 運
行 回 数
（回）

上乗せ 横出し

目的
・

意図

事業
内容
・

活動
手段

市内に１校の設置である南町
小学校、自閉症・情緒障害の
固定学級及び、第六・第七小
学校の情緒障害等通級指導学
級の児童が、安全に通学でき
るため、通学用自動車を借上
げ運行している。

制度改正の
余地がある

30年度の方向性　業務フローに改
善の余地がある

説明：本事業は通学用自動車借り上げ契
約に関わる業務である。内容、手順につ
いては、現時点で改善点は無い。
 
 

小平市 東村山市 清瀬市

行政
補完的

該当

上乗せ 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：平成28年度においては前年度のよ
うに年度途中で派遣終了となった指導員
はいなかったため事業費の増額となって
いる。

13,750 13,750 273 14,023

東久留米市立小・中学校学力向上指導員配置要綱

10 10,904

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市立小・中学校

学力向上
指導員人
数(人) 9,926

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

現状維持

西東京市

1,402,300

9,926 276

10

10,202 1,020,200

10,904 286

説明：手続き方法等の進め方について
は、問題はなく適切に実施できている。
しかしながら、予算執行率は80%は超えて
いるものの不用額も多くなってしまって
いるため、今後、10校を指定する方法が
望ましいのか精査を行う必要がある。

総合評価（課題・方向性）：特色ある
教育活動を実施し、教育活動の質の向
上を図るため、多様な地域人材や専門
性の高い技術のある人材を活用するこ
とは必要である。今後も継続する。

事業
内容
・

活動
手段

必要とする学校に、児童・生
徒の心理的援助や学習支援を
行う学力向上指導員を配置す
る。 支援が得

られた学
校数(校)

行政
補完的

政策的

効率性

財政健全経営計画
実行プラン

対象

小平市

市立小・中学校特別支援学級
（固定・通級）設置校に在籍
する児童・生徒

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

信頼される学校づくり

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1,155 1,231

学務課長
島崎　修

1,155

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1,231

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（全国の各自治体  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1276

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

学務課長
島崎　修

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　保険加入　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（　全国の自治体  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

達成度

現状維持

20 4,939 4,939 1,933 6,872 343,600 －

説明：教科用図書については、東京都三
多摩教科書供給株式会社にて購入先の代
理店が指定されていることで改善の余地
は低い。

総合評価（課題・方向性）： 学習指
導の充実のためには、教師用の教科用
図書の購入が不可欠である。今後も継
続する。

事業
内容
・

活動
手段

教科用図書と指導書等を購入
し、配布する。

財政健全経営計画
実行プラン

対象

廃止予定
の有無

説明：平成２７年度は中学校教科用図書
の改定年度であったため、全教科で必要
部数の購入が必須となり、事業費の大き
な増額となった。しかしながら、平成２
８年度はそれらの購入がなかったため、
事業費が減額、効率性が上昇している。

 直営
（委託無）

制度改正の
余地がある

30年度の方向性

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

30年度の方向性

2,496 569

現状維持

3,893 2,632 2,632 597 3,229 829 －

説明：組織改正により、学務課から業務
が移管された。その結果、文書収受量を
筆頭に業務量は拡大したが、収受事務に
ついては担当者の努力と経験により業務
を継続できているところである。よっ
て、シルバー等への委託は困難である。

総合評価（課題・方向性）：学校と教
育委員会間及び学校間の文書等の迅速
かつ円滑な集配送は、諸事業を実施す
る上で必要な事務事業である。平成27
年度に組織改正があり、学務課から業
務が移管された影響で、特別支援教育
係が増設となり、業務がさらに増加し
ている。

事業
内容
・

活動
手段

①小・中学校からの文書を収
受、発送する。
②対外文書の収受、発送をす
る。

2,546

財政健全経営計画
実行プラン

対象

3,0653,136 2,496

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

外部評価

制度改正の
余地がある

813

目的
・

意図
学校関係文書の円滑な送受。小平市 東村山市

行政
補完的

終期

4,796 239,800

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市立小・中学校教員

行政
補完的

上乗せ 横出し

20 18,187

目的
・

意図

教員の学習指導要領に準じた
学習の指導力向上のため。

学校間連絡事務

12-03-20

指導室
指導係

12-03-19

指導室
指導係

学校運営事業（指
導）

上乗せ 横出し

全部
委託

小平市 東村山市 西東京市

指定
管理

補助
金

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

清瀬市

外部評価

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

安心して学校生活が送れる

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

8,315 7,629

20,051
3

1,002,550

効率性 5
18,187

教科用図
書と指導
書等を購
入し、配
布した学
校数(校)

1,864

業務フローに改
善の余地がある

一部
委託

指定
管理

補助
金

該当

2,953 1,843

清瀬市 西東京市

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

977

827 8,440 1,016

効率性 3 達成度 3

3,842 2,546

20 2,953

576 3,122
説明：平成２７年度と比較して大幅な変
更はなく業務を実施した結果、効率性も
大きな変化はなかった。

対象 市立小・中学校

文書の収
受件数
(件)

業務フローに改
善の余地がある

説明：児童数の大幅な変動による負担金
の増減はなく、給付金の支給も適切に行
えている。

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

独立行政法人日本スポーツ振興センター法
独立行政法人日本スポーツ振興センター法施行令

8,319 7,570 7,570 858 8,428 1,013 100

説明：日本スポーツ振興センターが行う
災害給付制度に加入し、学校で起きた事
故について、災害給付費の請求・支給を
行う事務であり、十分な事務改善が行え
ている。

総合評価（課題・方向性）：学校管理
下における事故の補償のため、引き続
き実施していく。

事業
内容
・

活動
手段

7,629 817 8,446 1,016

市立小・中学校の管理下にお
ける児童・生徒の学校管理化
での災害に対し、日本スポー
ツ振興センターに請求の申請
をし、児童・生徒の保護者に
対し、災害共済給付を行う。

学校管理
下におけ
る災害に
対し、適
切に災害
共済給付
を支給で
きた割合
(%)

行政
補完的

政策的

12-03-18

学務課
保健給食係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

全市立小・中学校児童生徒

小・中学
校児童・
生徒数
(人)

業務フローに改
善の余地がある

日本スポーツ振興
センター保険加入
事業

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

8,307 7,613 7,613

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

目的
・

意図

学校教育に必要な援助を行
い、義務教育の円滑な実施を
図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

8422 84,579 1,179 1,070 1,255 81,075 5,475 90,054 10,693
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

　30年度の方向性 現状維持

・要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱
・東京都被災児童生徒就学支援等事業補助金交付要綱
・東久留米市就学援助費事務処理要綱
・東久留米市特別支援教育就学奨励費事務務処理要綱

8,306 77,436 1,457 141 1,457 74,381 5,746 83,182 10,015 94

説明：特定個人番号による申請の有効活
用など、申請受付から認定までの作業を
見直すことにより作業時間の短縮を図る
ことも可能と考える。

総合評価（課題・方向性）：児童生徒
の保護者に十分な周知を行われたうえ
で、支援が必要な対象者が受給できる
状況が望ましい。支援が必要な対象者
のうち、どの程度が受給することがで
きているかを示す数値の算出が現時点
でできないため、景気の大きな変動が
ない限り、現状維持を目標とする。

事業
内容
・

活動
手段

年２回広報紙に掲載するとと
もに各小・中学校児童・生徒
に「保護者へのお知らせ」を
配布して就学援助への周知を
図っている。４月に１週間申
請を行い、６月下旬に認定通
知を発送。以後は２月まで順
次受付。

就学援助
費・奨励
費受給者
数
　（人）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

8,443 81,962
3

指定
管理

補助
金

12-03-17

学務課
学事係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

就学困難な児童・生徒に係る就学奨励
について国の援助に関する法律及び施
行令に基づき経済的理由で就学が困難
と認められる児童・生徒の保護者

就学援助
費・奨励
費案内配
付者数
 （人）

業務フローに改
善の余地がある ☑ 制度改正の

余地がある

就学援助事業

1,181 79,554 5,476 87,438 10,356

効率性 3 達成度

1,181 46
廃止予定
の有無

説明：受給者への援助費等支給額が事業
費の大半を占めるため、事務事業の効率
化がコストの削減につながるとは限らな
い。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

信頼される学校づくり

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

教育総務課長
小堀　高広

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

教育総務課長
小堀　高広

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

教育総務課長
小堀　高広

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

教育総務課長
小堀　高広

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

12-03-21

教育総務課
庶務係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

教育長、教育委員

会議回数
(回)

業務フローに改
善の余地がある

教育委員会会議開
催事業

4,028

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

3,299 7,327 293,080

効率性横出し

25 4,028

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、東久留米市教育委員会会議規則

20 4,157 4,157 2,139 6,296 314,800 －

説明：法律において定められている事業
であり、業務改善及び制度改正の余地は
ない。

総合評価（課題・方向性）：議案の案
件は委任規則により決まっているが、
報告事項は各市の裁量によるものが多
い。さらに教育委員へは的確な情報提
供をタイムリーに行っていく。

事業
内容
・

活動
手段

市教育委員会会議規則第２条
により、定例会・臨時会・教
育委員協議会を開催する。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：教育委員会開催（運営）事務は主
に係長が担っており、効率性は図られて
いる。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

議案を審議し、必要な報告を
行い協議する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

24 5,182 5,182 4,587 9,769 407,042

12-03-22

教育総務課
庶務係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

教育長、教育委員

参加回数
(回)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

東京都教育委員会連合会会則

8 71 71 86 157 19,625 －

説明：区市町村の教育委員会全体が加入
している団体であり、業務改善及び制度
改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：教育委員
会の会議において、会議や研修会に参
加した委員は定例会等において報告を
行い、他の委員への情報提供を行って
いるので意義はある。

事業
内容
・

活動
手段

関東甲信越静(かんとうこう
しんえつせい)、東京都市町
村教育委員会連合会の総会及
び研修会に情報収集のために
参画する。

教育委員会連合会
参画事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

8 111 111

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

124 235 29,375

効率性 5 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：１市での情報収集には限りがある
ため、理事会後に開催される研修会や他
のプロックの研修会に参加できるように
なるなどの工夫が図られている。28年度
は他県で開催された総会及び研修会に教
育委員が出席できなかったため効率性が
上昇している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

教育長及び教育委員が情報収
集を図り、見識を深める。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

8 67 67 122 189 23,625

12-03-23

教育総務課
庶務係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

教育委員会と関連する各種団
体及び本市教育委員会が必要
と認めた慶弔的なこと

交際費支
出件数
(件)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

東久留米市教育委員会交際費基準

1 6 6 26 32 32,000 －

説明：実績からすると交際費予算の減額
も考えられるが、近隣市と比較しても多
くはなく適正に執行しているため、業務
改善及び制度改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：教育委員
会の交際費の支出は例年、必要最低限
となっており、30年度も現基準により
対応する。

事業
内容
・

活動
手段

各種団体から総会等の通知を
受けて教育長が出席したり、
その他の行事に出席する。

教育委員会交際事
業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

9 23 23

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

31 54 6,000

効率性 1 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：効率性の高さは教育長の個人的支
出に追っていることにより事業費は抑制
されている。28年度は１件当たりの支出
額が前年度を上回ったため、効率性が悪
化している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

円滑な教育行政を図るため。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

7 82 82 39 121 17,286

12-03-24

教育総務課
庶務係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民

発行部数

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

東久留米市教育委員会発行規程

53,785 224 224 856 1,080 20 100

説明：内容の充実と効率的な編集を図る
ため、発行直後に次回のテーマを企画す
る準備に入っており、業務改善の余地は
ない。また、教育委員会報の紙面の作成
及び配布の廃止は現時点では検討してい
ないため、制度改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：毎回、特
集を組んでいるので発行回数を増やす
ことは他の業務もあり難しい。

事業
内容
・

活動
手段

タブロイド版４ページモノク
ロ印刷の紙面を市の広報紙に
折り込み、年２回発行する。
※発行部数は１回当たりの平
均部数

配付世帯
数/世帯数
(％)

教育委員会報作成
事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

51,342 206 206

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

850 1,056 21

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：特集を組むことは教育委員会だよ
りが政策的にも効果があるが、その他の
お知らせ的な内容はタイムリーな周知が
必要であるため、広報紙やホームページ
を活用している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

教育行政の周知をし関心を高
めてもらうため。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

52,770 203 203 840 1,043 20

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

信頼される学校づくり

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1,000 1,100

教育総務課長
小堀　高広

1,087

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 989

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

教育総務課長
小堀　高広

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

学務課長
島崎　修

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（全国の自治体  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

学務課長
島崎　修

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

12-03-25

教育総務課
庶務係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民

会議録作
成部数

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、東久留米市教育委員会会議規則

3 672 672 256 928 309,333 99

説明：他の自治体と比較しても議事録の
作成・公表は速やかに行われている。

総合評価（課題・方向性）：速やかに
議事録を作成し、公表する。

事業
内容
・

活動
手段

議事録を作成し市のホーム
ページ、市政情報コーナー、
図書館及び教育総務課のカウ
ンターにおいて公表してい
る。※アクセス件数は２７年
度から把握可。 ホーム

ページア
クセス数
(数)教育委員会会議録

作成事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

3 1,186 1,186

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

1,186 2,372 790,667

効率性 5 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：会議録作成は定例的な業務である
が、27年度は協議事項が多く会議時間が
一時的に増加したため、28年度は効率性
が上昇している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

教育委員会の議事録を公表す
る必要がある。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

3 680 680 538 1,218 406,000

12-03-26

教育総務課
庶務係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

東久留米市教育委員会が行う
活動

会議開催
数(回)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

東京都市教育長会会則

8 70 70 17 87 10,875 －

説明：26市の教育長で構成されている団
体への加入であり、業務改善及び制度改
正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：都市教育
長会は教育行政全般の課題を協議する
場であり、また、各団体の状況を確認
しあったり、国や都の動向を把握する
ために非常に重要である。

事業
内容
・

活動
手段

教育長で構成される都市教育
長会等が開催する研修会や総
会に出席し、相互の連絡調整
を図る。

教育長会参画事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

8 80 80

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

24 104 13,000

効率性 4 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：都市教育長会において、重要事項
については東京都教育委員会から直接説
明を受けられたり、各市との意見交換を
直接行える場であり、各市にとって教育
行政を推進するに当たり、効率性も高
い。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

教育行政にかかわる国や都か
らの報告や説明がなされた
り、他区市の事例などの情報
を得る。小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

8 70 70 24 94 11,750

200

200

200 9

目的
・

意図
法令に基づき管理するため小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

3

廃止予定
の有無

説明：システム化されており、これ以上
の効率化は見込めないと考える。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

9 825 834 4,170

効率性

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

9

816 825 4,125
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

9

4,325 －

説明：学務課管理の台帳はシステム化さ
れているが、学校から提出される紙ベー
スの名簿との照合は手作業によることし
かできないため、これ以上、業務フロー
の見直しによる作業軽減は見込めない。

総合評価（課題・方向性）：住民基本
台帳との連携も行われていることか
ら、適切な管理を現状のとおり維持す
ることを目標とする。

事業
内容
・

活動
手段

毎学年の初めから５月前まで
に住民基本台帳に基づき学齢
簿を作成し、必要に応じて加
除訂正をおこなう。また、各
学校から児童・生徒名簿を提
出させ、その名簿とも照らし
合わせ、在籍の有無を確認す
る。

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

・学校教育法施行令第１・2条
・学校教育法施行規則30・31条

9

終期

対象
市立小・中学校に就学してい
る児童・生徒の学籍。

在 籍 確 認
事 務 時 間
数
（時間）

業務フローに改
善の余地がある

9 856 865

3 達成度12-03-28

学務課
学事係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

小・中学校在籍者
名簿管理事務

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

1,224 1,382 752
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

158 158

目的
・

意図

法令に添った形で児童の就学
校の通知を受ける。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

12-03-27

学務課
学事係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

3 達成度

努力義務的
(法律・政令等)

3

廃止予定
の有無

説明：電算化が図られており、必要な情
報を最小限の書面で伝えるよう毎回見直
しを行っているため、現時点でこれ以上
のコスト削減は見込めないと考える。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

158 1,224 1,382 749

効率性

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

158

説明：通知送付開始日以降、漏れなく送
付することが必要なため、業務フローの
改善は見込めない。また、入学通知の送
付は法令で定められたものであるため、
改正の余地はない。

1,847

1,845

1837

総合評価（課題・方向性）：対象者に
確実に通知を送付することが目的の事
務事業であることから、方向性につい
ては現状維持とする。

事業
内容
・

活動
手段

新年度入学する小・中学校の
児童・生徒を毎年１２月１日
現在で対象者を出力する。 適切に送

付できた
割合
（％）

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

・学校教育法施行令第5～７条
・東久留米市立学校通学区域に関する規則

154

終期

対象
来年度公立小・中学校に入学
する幼児・児童をもつ保護者

通 知 し た
数(通）

業務フローに改
善の余地がある

154 1,284 1,438

小・中学校入学通
知事務

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

779 100

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

信頼される学校づくり

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

学務課長
島崎　修

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（全国の自治体  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

学務課長
島崎　修

98.2

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 97.0

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

98.9

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

学務課長
島崎　修

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 99

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

98

170

192

101

3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：事業費に大きな変動がなく、目標
値もおおよそ達成しているため、効率
性・達成度ともに変動はない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

2,981 737 3,718 4,024

2,965 729 3,694 4,037
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

42

総合評価（課題・方向性）：法定事業
であり、児童が学校生活に入るにあ
たって、保健上の適切な助言を行うた
め、引き続き実施する。

事業
内容
・

活動
手段

学校保健安全法に定められた
就学時前健康診断の実施(眼
科・耳鼻科・歯科・内科・視
力・知能検査)

受診率
（％）

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

学校保健安全法

932 3,065

終期

対象

東久留米市の区域内の小学校
入学予定の児童の保護者

受診者数
(人)

業務フローに改
善の余地がある

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

治療を勧告し、保健上必要な
助言を行うほか、必要に応じ
て就学猶予や特別支援学校へ
の就学指導など適切な措置を
行う

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

効率性12-03-30

学務課
保健給食係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

就学時健康診断事
業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

653 695 6,881

12-03-29

学務課
学事係 根拠

法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

就学通知事務

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

924 2,981

3,830 4,109

915 2,965

42

目的
・

意図

継続して学校教育が受けられ
るようにする。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

2

3,065 765 98

説明：学校保健安全法に基づく事業であ
る。各学校において実施する現行の方式
は、地域住民の利便性や指定日に受診で
きなかった者に代替日の選択肢が複数あ
ることから、現状どおりが望ましい。

業務フローに改
善の余地がある

15 642 657

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

達成度 3

廃止予定
の有無

説明：法令で定められた最小限の事務で
あり、現時点でこれ以上のコスト削減は
見込めないと考える。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

40 612 652 3,396

効率性

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

40

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

3,865 100

説明：転入学者について漏れなく対応す
ることが必要なため、業務フローの改善
は見込めない。

総合評価（課題・方向性）：対象者に
対し確実に手続きを行うことが目的の
事務事業であることから、方向性につ
いては現状維持とする。

事業
内容
・

活動
手段

年度途中における児童・生徒
の住所異動により、児童・生
徒通知書をもって指定学校の
通知を行う。保護者は在籍校
で発行した在学証明書・教科
書給与無償証明書を持参のう
え異動通知書の写しとともに
指定学校へ届出を行う。

適切に手
続きが完
了した割
合（％）

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

・学校教育法施行令　第5～７条・11条～18条

15

終期

対象

転入・転居等により住所に異
動のあった市内小・中学校に
在籍する児童・生徒。

市 内 小 ・
中 学 校 に
在 籍 す る
児 童 ・ 生
徒 の 内 、
住 所 異 動
に よ り 新
た に 指 定
学 校 を 通
知 し た 件
数
　（件）

東村山市

0 21 21

横出し

21,000

指定
管理

0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

補助
金

目的
・

意図

就学相談や就学判定の在り
方、障害に対する理解を深
め、委員として必要な新しい
情報や考え方を習得する。

1 0

21 21,000

1 0

3

　
総合評価（課題・方向性）：通常学級
にも、発達障害をもつ児童生徒が急増
している昨今、専門性が必要となる就
学支援委員の研修会等は、必要性・有
効性が高く、学んだことが実践に反映
され達成度も高い。今後も、現状のと
おり、児童・生徒の適切な就学推進に
つながる研修会の実施が望ましい。

30年度の方向性 現状維持

21 21 21,000

終期

東久留米市就学支援委員

就学支援
員研修会
の回数
（回）

業務フローに改
善の余地がある

0 21

説明：年に１回の研修会実施に関する業
務のため、現時点で業務フローに改善の
余地はない。

給付
事業

該当

・東久留米市就学相談実施要領

廃止予定
の有無

説明：目的達成のための活動や手段とし
て妥当である。また、コストについて
は、都立学校教諭などの謝金が必要ない
講師に依頼し削減に努めている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

1,183 1,209 4,779
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

26 26

目的
・

意図

児童・生徒の通学の利便性等
の見地から指定学校の変更申
請ができる。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

26

説明：指定校変更の案内から結果を通知
するまで、省略が可能な作業は見当たら
ない。

指導室
特別支援教育係

就学支援委員研修
事業

清瀬市 西東京市小平市

事業
内容
・

活動
手段

就学相談や就学相談判定にお
ける課題をテーマに研修会を
開催する。12-03-31

337

296

3,769 100

1 0

上乗せ

制度改正の
余地がある 　

－

対象

効率性 3 達成度

総合評価（課題・方向性）：指定校変
更の申請者すべての希望を叶えること
は困難であることから、できる限り納
得を得られる説明を行えるよう環境整
備を進めていきたい。方向性としては
現状維持とする。事業

内容
・

活動
手段

学校教育法施行令第８条によ
り、指定学校変更申立書に基
づいて処理している。

変更希望
に対して
変更が認
められた
割合
（％）

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

・学校教育法施行令第8・9条
・東久留米市立学校通学区域に関する規則

29

終期

対象
公立小・中学校の児童・生徒
の保護者

指 定 学 校
変 更 処 理
数（件）

業務フローに改
善の余地がある

29 1,241 1,270

3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：指定校変更に関する申請書類等必
要な見直しは27年度に行ったばかりであ
り、現時点でこれ以上の効率化は行えな
いと考える。

12-03-32

学務課
学事係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

指定学校変更事務

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

26 1,183 1,209 4,084

効率性

253

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

信頼される学校づくり

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和 92

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 96

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

97

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和 100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

教育総務課長
小堀　高広

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

30年度の方向性 現状維持終期

対象
次年度小学校へ就学する市内
在住の幼児と保護者

回 収 し た
就 学 支 援
シ ー ト 数
（枚）

業務フローに改
善の余地がある

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

9 60

説明：業務については事業開始当初か
ら、シートの作成、配布、回収等につい
て見直し、改善を行いながら実施してき
たため、現段階におい業務に改善の余地
はない。

給付
事業

該当

・東京都特別支援教育推進計画第二次実施計画（就学支援計画）

　制度改正の
余地がある

上乗せ 横出し

788

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

3 達成度 3

9 57 66 1,17956 9

　

9 58 67

350 7,771

198 5,504

10,766

説明：目的達成のための活動や手段とし
て妥当である。また、コストについては
削減に努めているが、これ以上の削減は
難しい。

給付
事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
就学・通級・転学相談を申請
した幼児・児童と保護者

該当

上乗せ 横出し

・学校教育法施行令第11条～18条
・東久留米市就学相談実施要領

総合評価（課題・方向性）：幼児期か
ら学齢期のスムーズな支援のため、今
後も就学支援シートの活用について、
保護者、就学前機関、小学校に周知及
び協力を依頼し活用の推進を図る。

事業
内容
・

活動
手段

市内及び近隣就学前機関へ就学
支援シートを配布する。保護者
の希望により、就学前機関と保
護者が必要な支援について記入
して作成する。指導室で回収し
各学校に提出する。各小学校
は、個別の教育支援計画、個別
指導計画に反映し適切な支援を
行う。

就学支援
シートの
提出率
（率）

東村山市 清瀬市 西東京市

82 9

85 9

69

総合評価（課題・方向性）：学校教育
法等の遵守のため、現状維持が望まし
い。しかし、今後も相談件数の増加が
見込まれる。より的確に相談及び判定
を行い、効率的に事務執行を実施する
ためには、専門性の高い嘱託職員と特
別支援教育係の増員や、保護者の相談
に応じる場所の確保など、環境整備に
ついての検討が必要である。

30年度の方向性 現状維持

30,760

3,962 1,754 5,716 35,067

業務フローに改
善の余地がある

7,771 2,995

説明：学校教育法施行令に基づき実施し
ている事業のため、業務フローに改善の
余地はない。

163 3,962

　制度改正の
余地がある 　

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

効率性 4 達成度 3

全部
委託

一部
委託

5,504 1,774 7,278 36,758

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

一人一人の実態に即した適切
な就学についての判定を行
う。

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止予定
の有無

幼児期から学齢期にスムーズ
な支援の引継ぎを行い、就学
した学校においても適切な支
援を行うことができる。

 直営
（委託無）

841 100

効率性

就 学 ・ 通
級 ・ 転 学
相 談 受 付
件 数
（件）

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)指導室

指導係

教育委員会生徒表
彰事業

12-03-33

12-03-34

12-03-35

指導室
特別支援教育係

特別支援対象児就
学事業

指導室
特別支援教育係

就学支援シート活
用事業

83 83 5,929

効率性 3

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

就学支援委員による、保護者
面談、行動観察、発達検査等
を実施後、就学支援委員会に
おいて一人一人に適した教育
環境及び就学先について判定
し、保護者と各学校へ通知す
る。

判定どお
りの就学
率（率）

廃止予定
の有無

達成度

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
東久留米市立中学校第３学年
に在籍する生徒

3

廃止予定
の有無

説明：事業自体がコストのかかるもので
はなく、効率性は安定している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

学校教育の充実と振興に資す
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

14 0

表彰者数
（人）

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある

現状維持

東久留米市教育委員会生徒表彰実施要綱

14 0 86 86 6,143 100

説明：表彰事業であっても表彰式は開催
しておらず、現状、時間とコストをかけ
ずに実施可能となっている。よって、そ
の他の表彰とあわせて行うこととなれば
今以上に時間・コスト増となる。

総合評価（課題・方向性）：学芸や学
校行事その他の活動で学校生活の充実
と発展に貢献した生徒を表彰すること
は、生徒の励みになり、学校教育の充
実につながる。今後も継続する。

事業
内容
・

活動
手段

82 82 5,857

学校生活において他の生徒の
模範とすることに足る成果又
は行為のあった生徒を表彰
し、広くこれを顕彰する。

表彰を受
け、学校
生活の励
みとなっ
た生徒数/
表彰者数
(％)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

30年度の方向性

横出し

14 0

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

義務的
(法律・政令等)

92

説明：判定対象者の増加が見られたが、
現在の判定体制の中で最大限の努力をし
て対処したため効率性が高まった。今
後、更に対象者が増加した場合、判定体
制の見直しが必要となる。また、事務処
理業務が増えたことから人件費削減は難
しかった。

12-03-36

教育総務課
庶務係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市長、教育長、教育委員

会議開催
回数(回)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性

総合教育会議開催
事業

現状維持

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、東久留米市総合教育会議運営要綱

3 1,109 1,109 154 1,263 421,000 －

説明：法律において定められている事業
であり、業務改善及び制度改正の余地は
ない。

総合評価（課題・方向性）：議題は教
育委員会からの提案によることが多い
が、今後も他区市の取り組みも参考に
し、より本市にふさわしい議題で市長
と教育委員が議論できる場を設定す
る。事業

内容
・

活動
手段

会議を開催し、地域の課題に
ついて協議する。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

3 1,083 1,083 148 1,231 410,333

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：総合教育会議の運営の中で当日の
会議に続き重要なのは、３回程度開催す
るに当たっての市長部局及び教育委員と
の日程調整であるが、効率的に行われて
いる。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市長と教育委員が地域の教育
課題やあるべき姿を共有し
て、より一層民意を反映した
教育行政を図るため、平成２
７年度から設置された。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0 0 0 0 0 －
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

信頼される学校づくり

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

教育総務課長
小堀　高広

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　負担金　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

20 20

教育総務課長
小堀　高広

20

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 20

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

20

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

20 20

教育総務課長
小堀　高広

20

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 20

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成23年度）
増加を目
指す指標

20

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

77 77

学務課長
島崎　修

77

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 77

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

92

12-03-37

教育総務課
施設管理係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

東京都公立学校施設整備期成
会が行う活動

予算要望
の件数
（件）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

東京都公立学校施
設整備期成会参画
事業

10 54 64 7,111

効率性 1 達成度

　30年度の方向性 現状維持

東京都公立学校施設整備期成会規約

5 8 8 39 47 9,400 －

説明：全国規模の予算要望活動のため、
改善・改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：同会は公
立学校の整備促進を図るため、関係団
体との緊密な連携のもとに、必要に応
じて要望活動を実施し、施設整備に必
要な財源の確保を期することを目的と
している。施設整備を効率的に進める
ため、今後も継続して要望活動を行っ
ていく。

事業
内容
・

活動
手段

全国公立学校施設整備期成会
及び全国学校給食振興期成会
と緊密な連携を取り、①施設
整備の財源確保、②施設整備
に必要な恒久制度の実現、③
調査、研究及びその普及、④
その他必要な事業を行う

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

9 10
3

廃止予定
の有無

説明：施設整備に必要な財源を確保するための
要望活動なので一定のコストがかかる。
人件費については、「活動指標の実績値によっ
て事務量が変動しない定型的事務」に係る人件
費の割合が大きい。２８年度は活動指標の実績
値が前年度に比べ大幅に減少したが、人件費総
額は若干の減少にとどまったことから、単位当
たりのコストが増加した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

東久留米市の公立学校施設の
整備

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

9 10 10 53 63 7,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

12-03-38

教育総務課
施設管理係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

建築後２０年以上経過した小
中学校校舎・体育館

改修工事
実施校数
（校）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

学校教育法

15 446,903 39,085 6,340 401,478 3,380 450,283 30,018,867 100

説明：各種補助金の要綱等は文部科学省
や東京都が定めるため制度改正の余地は
ない。
事業を進めるために学校施設環境改善交
付金の拡充を市長会を通して毎年要望を
行い、継続的な交付金の確保が必要であ
る。

総合評価（課題・方向性）：老朽化す
る教育施設の改修・補修等を計画的に
実施する。

事業
内容
・

活動
手段

校舎棟・体育館を主とした学
校施設の大規模改修工事

施設の不
具合によ
る事故等
が発生し
なかった
学校数
（校）

小・中学校改修・
補修事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

12 162,505 40,593 8,018 113,894

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

8,190 170,695 14,224,583

効率性 1 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：工事件数の増加に加え、大規模改
造工事を２校（中央中学校及び神宝小学
校（神宝小学校は２９年度も継続））
行ったことでコストが増加している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

児童・生徒にとって快適な教
育環境の整備

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

13 435,306 88,087 6,350 340,869 5,251 440,557 33,889,000

12-03-39

教育総務課
施設管理係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

小中学校施設

実施校数
（校）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

建築基準法、消防法、電気事業法、水道法、建築物における衛生的環境の確保に関する法
律、下水道法

20 174,729 174,729 7,529 182,258 9,112,900 100

説明：法令等で定められている点検のた
め、改善・改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：小中学校
施設の管理及び施設等の点検を行い、
必要な補修・修繕を実施することによ
り、学校運営に支障をきたさないよう
にする。

事業
内容
・

活動
手段

施設・設備等の点検を行い、
必要な補修・修繕を実施す
る。

施設の不
具合によ
る事故等
が発生し
なかった
学校数
（校）

小・中学校施設管
理事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

20 167,435 167,435

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

8,990 176,425 8,821,250

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：毎年、法令等で決められた点検を
行う必要があるため、一定のコストがか
かる。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

適正な学校運営

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

20 164,217 164,217 8,745 172,962 8,648,100

3

3

3 1,223 2,002 2,002,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

779 361 361 57

目的
・

意図

市内のどこに住んでいても、
可能な限り等しく充実した教
育条件のもとで学ぶことがで
きる環境整備

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

12-03-40

学務課
学事係 根拠

法令
等

3

廃止予定
の有無

説明：２８年度から保護者や学校関係者
を委員とする地域懇談会を開始したた
め。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

11 1,856 1,867 622,333

効率性

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

11

説明：保護者や地域の協力を得ながら進
めていくべきもので、合意を形成するこ
とがこの事務事業では不可欠なため、業
務フローの改善の余地はない。また、学
校の設置・統合については法律で定めら
れており制度改正の余地はない。

学校再編成事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

737,000

総合評価（課題・方向性）：東久留米
市内に住む児童生徒が等しく充実した
教育条件のもとで学習できる環境を作
ることを目標に事務事業を進めてい
く。一部を除く地域で進んでいる児童
数の減少による学校規模の縮小は避け
られないため、その中でより良い環境
を整えることを目標として事務事業を
進めていく。

事業
内容
・

活動
手段

東久留米市立学校再編成計画
に基づき、学校再編成を進め
る。

市内公立
小学校の
うち、標
準適正規
模の小学
校の割合
（％）

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 その他

・東久留米市立学校再編成計画
・東久留米市立学校再編成計画にかかる実施概要（基本プラン）
・公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 72

終期

対象
標準適正規模の範囲にない
（単学級・小規模校）市立小
学校

再 編 成 計
画 に 基 づ
き 適 正 化
を 進 め た
学 校 数
(校）

業務フローに改
善の余地がある

72 2,139 2,211

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

2 達成度

努力義務的
(法律・政令等)

100

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

信頼される学校づくり

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

0 0

学務課長
島崎　修

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

0

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

0 0

学務課長
島崎　修

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

0

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

20 20

教育総務課長
小堀　高広

20

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 20

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

20

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

教育総務課長
小堀　高広

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

2

0

0

14 49 9,259 661,357
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

9,210 9,210

目的
・

意図
通学時の安全を確保する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

245 262 －
財政健全経営計画

実行プラン
対象

12-03-42

学務課
学事係 根拠

法令
等

3

廃止予定
の有無

説明：臨時職員としての配置について
は、財政的に厳しい状況があることか
ら、その他の対策を行っても足りない場
合に限り配置している。道路の整備等に
より安全性が確保された場合は配置を見
直すことが必要と考える。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

10,105 198 10,303 735,929

効率性

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

10,105

説明：臨時職員として配置する場合はそ
れ以外の可能な手段をすべて行ったうえ
で配置することとしており、それらの手
順を省略することはできない。

14

14

交通擁護員活動事
業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

総合評価（課題・方向性）：ボラン
ティアとして支援を得られる場合には
協力をお願いし、可能な支援を行って
いくことが今後の方向性として考えら
れる。

事業
内容
・

活動
手段

公立小学校に通学する児童
(登･下校)の通学途上におけ
る安全確保を図る。 登下校時

の交通事
故発生件
数（件）

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

・東久留米市立小学校児童交通擁護員服務規程

10,069

終期

対象
交通擁護員（ボランティアを
含む）

交 通 擁 護
員 の 配 置
人数
　（人）

業務フローに改
善の余地がある

10,069 257 10,326

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

3 達成度

努力義務的
(法律・政令等)

外部評価

17 17

目的
・

意図

安全に通学できる道路を指定
する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

737,571 #DIV/0!

3

廃止予定
の有無

説明：通学路を指定する経費は人件費が
大半を占めることから、毎年大きな変動
は生じない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

17 245 262 －

効率性

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

17

128,500 #DIV/0!

説明：通学路を指定する作業や経費は最
小限であり改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：通学路を
ＰＴＡや道路管理担当職員等と点検し
危険個所の改善を検討する「通学路点
検」等、事務事業としての取り組みは
現状維持とし、継続していきたい。

事業
内容
・

活動
手段

全小学校学区域の児童が学校
まで通学する道路として、校
長の申請に基づき教育委員会
が承認する。

登下校時
の交通事
故発生件
数（件）

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

学校保健安全法第27条

0

終期

対象 公立小学校に通学する児童

通 学 路 指
定 変 更 件
数
　（件）

業務フローに改
善の余地がある

0 257 257

3 達成度12-03-41

学務課
学事係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

学校通学路指定事
務

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

12-03-43

教育総務課
施設管理係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市内小中学校

芝生化実
施（整
備）校数
（校）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性

校庭芝生化事業

148 2,708 677,000

効率性 1 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：委託業者選定にあたっては管財課
において入札による手続きを行っている
が、28年度は前年度より作業単価が上
がったためコストがかかった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

現状維持

緑の学び舎づくり実証実験事業補助金交付要綱
東京都公立学校運動場芝生化事業維持管理経費補助金交付要綱

4 3,197 1,239 1,958 154 3,351 837,750 100

説明：委託業者の選定にあたっては管財
課において選定を行っており業務フロー
に改善の余地はない。補助金の交付要綱
等は東京都が定めるものであり制度改正
の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：第六小学
校、小山小学校、第十小学校、西中学
校に導入している。ヒートアイランド
対策、子どもたちの環境学習効果や地
域コミュニティ形成に一定の効果があ
るものであるが、維持管理に係る財源
や体制の課題があることから、現状維
持とする。

事業
内容
・

活動
手段

ヒートアイランド対策と緑化
対策に加え、子どもたちの環
境学習効果や地域のコミュニ
ティ形成に資するもの

芝生化実
施（整
備）率
（％）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

4 2,560 948 1,612

補助
金

目的
・

意図

児童・生徒にとって快適な教
育環境の整備

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

4 56,814 56,180 634 436 57,250 14,312,500
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

12-03-44

教育総務課
経理係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市立小中学校

理科教育
消耗品・
備品等の
機材の購
入枚数
(枚)

業務フローに改
善の余地がある 　

新学習指導要領に
係る教材整備事業

2,760 660 6,179 617,900

効率性 3

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

理科教育振興法

10 5,746 2,872 2,874 685 6,431 643,100 100

説明：理科教育振興法により、国庫補助
が明記されていることから、理科教育消
耗品・備品等の購入に当たっては引き続
き国庫補助を受けることとし、制度改正
の余地はない。また、物品の購入に当
たっては管財課において選定を行ってお
り、業務フローに改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：今後とも
児童・生徒の確かな学力育成に資する
ために本事業は継続する。

事業
内容
・

活動
手段

各学校の授業で使用する理科
教育消耗品・備品等を購入し
教材の整備を図る。

理科教育
に関する
教材の整
備が図ら
れた学校
の割合
(％)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

10 5,519 2,759

達成度 3

廃止予定
の有無

説明：引き続き、管財課において購入事
業者の選定を行い、効率的に物品の調達
を行えるように努める。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

確かな学力の育成に資するた
めの一部である教材の充実。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

8 4,713 2,356 2,357 653 5,366 670,750
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

信頼される学校づくり

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-03

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1,281 1,332

教育総務課長
小堀　高広

1,294

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1,345

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

1,325

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 80

教育総務課長
小堀　高広

88

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 66

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

43

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

70

教育総務課長
小堀　高広

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

-

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

61.5

学務課長
島崎　修

23.1

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（東京都内  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

0

12-03-45

教育総務課
施設管理係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

教育委員会の管理する施設

エネル
ギー管理
実施施設
（施設）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

エネルギーの使用の合理化に関する法律

27 1,321 1,321 141 1,462 54,148 103

説明：法令義務であり、改善・改正の余
地はない。

総合評価（課題・方向性）：客観的に
現状業務を観察及び現状認識し、問題
点や原因の分析を行い、省エネルギー
化の一助となるように継続的に実施し
ていく。

事業
内容
・

活動
手段

施設を対象としたエネルギー
管理の実施と建物及び施設の
運用改善や改修による省エネ
ルギー化推進のための資料を
作成する。

エネル
ギーの使
用に係る
原単位教育施設エネル

ギー管理事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

27 1,321 1,321

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

136 1,457 53,963

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：省エネルギー化を推進するために
現状を把握することは必要であり、その
ために一定のコストはかかる。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

地球温暖化対策推進に向け、
温室効果ガス排出量を削減す
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

27 1,321 1,321 135 1,456 53,926

12-03-46

教育総務課
経理係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市立小中学校

備蓄した
数量(人
分)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 縮小

東京都帰宅困難者対策条例

1,840 4,888 4,888 214 5,102 2,773 110

説明：自主的な事業ではないため、制度
改正の余地はない。また、物品の購入に
当たっては、管財課において選定を行っ
ており、業務フローに改善の余地はな
い。

総合評価（課題・方向性）：平成２５
年度より５ケ年で全ての学校において
備蓄を完了させる。平成２８年度は４
ケ年目であり、順調に備蓄を整備した
学校の増大を行っている。
なお、ビスケット及び水については、
保存年限が納入月から５年としている
ことから、平成３０年度以降について
は同割合で入れ替えを行っていく。

事業
内容
・

活動
手段

帰宅困難者対策として教員に
３日分の食糧及び毛布を備蓄
した。災害発生時に待機させ
た児童・生徒用の１日分の食
糧及び毛布を平成２５年度よ
り５ケ年をかけて児童・生徒
数の２０％ずつ備蓄する。

児童・生
徒用に備
蓄された
ビスケッ
トの割合
(％)

災害対策用備蓄品
整備事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1,840 4,477 4,477

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

207 4,684 2,546

効率性 3 達成度 4

廃止予定
の有無

説明：引き続き、管財課において購入事
業者の選定を行い、効率的に物品の調達
を行えるよう努める。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

安全・安心な学校運営

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1,860 2,849 2,849 204 3,053 1,641

12-03-47

教育総務課
施設管理係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

第五小学校

増築に係
る業務委
託・工事
実施校数
（校）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

学校教育法
小学校設置基準
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律 1 47,613 47,613 1,865 49,478 49,478,000 －

説明：各種業務委託・工事の業者選定は
管財課において入札による手続きを行っ
ており、業務フローに改善の余地はな
い。国庫補助の要綱等は文部科学省が定
めるものであり、制度改正の余地はな
い。

総合評価（課題・方向性）：29年度よ
り校舎棟増築工事に着手し、30年度に
増築工事を完了させる予定である。

事業
内容
・

活動
手段

校舎棟増築に係る各種業務委
託・工事を実施する。
27年度より校舎棟増築工事実
施にあたり必要となる設計委
託、増築する敷地の整備工事
等を順次進め、29年度より
２ヶ年で増築工事を行い、30
年度に増築校舎を完成させ
る。

増築校舎
完成まで
の進捗率
（％）第五小学校校舎棟

増築事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1 8,430 8,430

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

8 8,438 8,438,000

効率性 1 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：27年度は校舎棟増築基本設計委
託、敷地造成に係る実施設計委託のみ
だったため比較的低コストだったが、28
年度は校舎棟増築実施設計委託、敷地造
成工事を行ったためコストが増大した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

適正な学校運営
（児童数増への対応）

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

- 0 0 #VALUE!

該当

上乗せ 横出し

総合評価（課題・方向性）：28年度の
経験を生かし、平成29・30年度で5校
ずつの設置を進めていく。

事業
内容
・

活動
手段

学校、地域等が行う見守り活
動の補完として、通学路に防
犯カメラを設置する。

通学路に
防犯カメ
ラの設置
が完了し
た学校の
割合(％)

公立小学校に通学する児童

防 犯 カ メ
ラ 設 置 台
数（台）

業務フローに改
善の余地がある

2,358 1,027 5,693

3 達成度

379,533 －

説明：28年度に初めて設置を開始したも
のであり、事務作業も手探りで進めてい
かざるを得なかった。昨年度の経験を生
かすことにより、設置場所の選定の流れ
を見直すなど効率化を図ることができる
と考える。

☑ 制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 拡大

15

3

0 0 －
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

0

廃止予定
の有無

説明：28年度の経験を生かし、作業の効
率化は図れる見込みであるが、設置箇所
数が増えるため人件費等の削減は多くは
見込めないと考える。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

0 0 0 －

効率性12-03-48

学務課
学事係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

通学路防犯カメラ
設置事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

0

0 0

目的
・

意図

公立小学校に通学する児童の
登下校時の安全確保のため。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

・東京都通学路防犯設備整備補助金交付要綱

4,666 2,308

終期

対象

0

給付
事業

東久留米市


